
 

実務担当者が押さえておきたい 在宅勤務制度導入・運用の勘どころ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
１. 働き方改革としての在宅勤務制度の導入  
  (1)テレワークの一形態としての在宅勤務     (2)在宅勤務に期待される効果 
  (3)在宅勤務制度の導入事例           (4)導入に当たっての課題 
 
２. 在宅勤務制度の導入手順  
  (1)導入のフローと社内体制の整備        (2)導入目的の明確化 
  (3)対象業務および対象者の選定        (4)試行的実施  
 
３. 労務管理体制の構築  
  (1)労働時間の管理  (2)健康管理  (3)作業環境  (4)労働災害  (5)在宅勤務者の処遇  

 
４. 情報セキュリティ対策  
  (1)ICT 環境の整備  (2)情報セキュリティ対策  
 
５. 在宅勤務規程の整備  
  (1)就業規則の見直し  (2)在宅勤務規程作成のポイント  (3)BYOD 規程の必要性  
 
６. 運用上の課題  
  (1)利用者が増えない               (2)在宅勤務者の仕事を探すのが難しい 
  (3)在宅勤務が適用されない従業員から不満の声が上がる 
  (4)評価が難しいという管理職が多い      (5)過重労働になりがち   
  (6)BCP 対策で導入したがうまく機能しない 
  
まとめ  ～実務担当者にお伝えしておきたいこと～ 

※最少催行人数に満たない場合、開催中止となる場合がございます。 

計算書類作成時の入力ミス・転記ミス等を防止・発見するための具体的方法を解説します。 
実際の計算書類を使って、書類間の整合性チェックのポイントを実践的に示します。 
開示書類作成・チェック担当者、内部監査担当者、監査役の方々のご参加をお薦めします。 

～ 

1968 年生まれ。慶応義塾大学商学部卒業。監査法人トーマツ（現・有限責任監査法人トーマツ）にて会計
監査実務に従事し、2004 年に石王丸公認会計士事務所開業。現在は、監査業務のほか、セミナー講師や
執筆活動を行っている。Web 連載中の「〈桃太郎で理解する〉収益認識に関する会計基準」は特に好評。主
著は、「最短で導き出す分配可能額」、「パターン別 計算書類作成うっかりミスの防ぎ方」 (清文社)。 

開催にあたって 
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【開催にあたって】働き方改革が多くの企業にとって喫緊の課題となっている中で、テレワークの一形

態である「在宅勤務制度」を導入する企業が増えています。最近では、2020 年に開催される東京オリン

ピック期間中の都内の交通渋滞・物流への影響を鑑み、在宅勤務を積極的に検討する企業の取り組み

も報道されています。人手不足が顕在化し、企業規模を問わず人材の確保が困難になっている中で、

在宅勤務制度を導入するメリットは大きいと思われます。そこで、本セミナーでは、導入事例を紹介しな

がら、在宅勤務制度の導入の意義や導入に当たっての検討事項、労働時間の把握・管理の具体的な

方法、在宅勤務規程の作成のポイント、そして制度導入後の運用上の課題と解決に向けたチェックポイ

ントについて解説致します。 
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企業研究会セミナールーム（東京・麹町） 

191723-0503    在宅勤務制度導入・運用の勘どころ 

＜講師＞フランテック社会保険労務士事務所 特定社会保険労務士 毎熊 典子 氏 
 
〔講師ご略歴〕慶應義塾大学法学部法律学科卒。日本リスクマネジャー＆コンサルタント協
会評議員・認定上級リスクコンサルタント、日本プライバシー認証機構認定プライバシーコン
サルタント。大手電機メーカーの法務担当者としての勤務を経て、フランテック法律事務所
に入所。2016 年よりフランテック社会保険労務士事務所代表。  
 
 『これからはじめる在宅勤務制度』(中央経済社)、 「働き方改革関連法」(「FP Journal」 日
本 FP 協会監修記事)、 「インターネット新時代の労務リスクマネジメント」（「リスク対策.com」
新建新聞社）ほか、労務リスクマネジメントに関する講演・執筆多数。 
 
【サブテキスト】「これからはじめる在宅勤務制度」（中央経済社）を当日配付させて頂きます。 

■申込・参加要領  ： 当会ホームページからお申込みください。ＦＡＸ、または下記担当者宛 E-mail からもお申込み頂けます。 
後日（開催日１週間～１０日前までに）受講票・請求書をお送り致します。 

※よくあるご質問（ＦＡＱ）は当会 HP にてご確認いただけます。（[セミナー・会員研究会]→[よくあるご質問]） 
※お申し込み後のキャンセルはお受け致しかねますので、ご都合が悪くなった場合、代理出席をお願いします。 

■お申込・お問合わせ先： 企業研究会 セミナー事業グループ 担当／民秋 E-mail:tamiaki@bri.or.jp 
 TEL：03-5215-3514 FAX：03-5215-0951  〒102‐0083 東京都千代田区麹町 5-7-2 MFPR 麹町ビル 2Ｆ 【ＤＭ変更連絡】03-5215-3512 
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税込・資料代含 

 

◆働き方改革としての在宅勤務制度の導入 ◆導入のフローと社内体制の整備  
◆在宅勤務規程作成のポイント      ◆運営上の課題と対策…など 


